
１３

平成23事業年度に係る業務の実績に関する報告書平成23事業年度に係る業務の実績に関する報告書平成23事業年度に係る業務の実績に関する報告書平成23事業年度に係る業務の実績に関する報告書

平 成 2 4 年 ６ 月

国 立 大 学 法 人

山 形 大 学



山形大学山形大学山形大学山形大学

目 次

大学の概要・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１ Ⅱ 予算(人件費見積もりを含む。)、収支計画及び資金計画・・・・・・・ 22

全体的な状況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４

項目別の状況 Ⅲ 短期借入金の限度額・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 22

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況

（１） 業務運営の改善及び効率化に関する目標

① 組織運営の改善に関する目標・・・・・・・・・・・・・・・・・８ Ⅳ 重要財産を譲渡し、又は担保に供する計画・・・・・・・・・・・・・ 22

② 事務等の効率化・合理化に関する目標・・・・・・・・・・・・・９

業務運営の改善及び効率化に関する特記事項・・・・・・・・・・・ 10

Ⅴ 剰余金の使途・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 22

（２） 財務内容の改善に関する目標

① 外部研究資金、寄附金

その他の自己収入の増加に関する目標・・・・・・・・・・・・・11

② 経費の抑制に関する目標・・・・・・・・・・・・・・・・・・・12 Ⅵ その他

③ 資産の運用管理の改善に関する目標・・・・・・・・・・・・・・13 １ 施設・設備に関する計画・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 23

財務内容の改善に関する特記事項・・・・・・・・・・・・・・・・ 14

Ⅶ その他

（３） 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標 ２ 人事に関する計画・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 24

① 評価の充実に関する目標・・・・・・・・・・・・・・・・・・・15

② 情報公開や情報発信等の推進に関する目標・・・・・・・・・・・16

自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に Ⅷ その他

関する特記事項・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 17 ３ 災害復旧に関する計画・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 24

（４） その他業務運営に関する重要目標

① 施設設備の整備・活用等に関する目標・・・・・・・・・・・・・18

② 安全管理に関する目標・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・19 別表 学部の学科、研究科の専攻等の定員未充足の状況について・・・・25

③ 法令遵守に関する目標・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・20

その他業務運営に関する特記事項・・・・・・・・・・・・・・・・ 21



- 1 -

○ 大学の概要○ 大学の概要○ 大学の概要○ 大学の概要

（１）現況

① 大学名

国立大学法人山形大学

② 所在地

キャンパス名 所在地 学部等名

小白川キャンパス 山形県山形市 事務局、人文学部・社会文化シス

テム研究科、地域教育文化学部・

地域教育文化研究科、理学部・理

工学研究科（理学系）、教育実践

研究科、基盤教育院、小白川図書

館、保健管理センター、地域教育

文化学部附属教職研究総合センタ

ー、附属博物館、情報ネットワー

クセンター、教育開発連携支援セ

ンター

飯田キャンパス 山形県山形市 医学部・医学系研究科、医学部附

属病院、医学部図書館、医学部遺

伝子実験施設、環境保全センター、

附属特別支援学校

米沢キャンパス 山形県米沢市 工学部・理工学研究科（工学系）、

工学部図書館、国際事業化研究セ

ンター、有機エレクトロニクス研

究センター

鶴岡キャンパス 山形県鶴岡市 農学部・農学研究科、農学部図書

館、農学部附属やまがたフィール

ド科学センター

松波キャンパス 山形県山形市 附属幼稚園、附属小学校、附属中

学校

③ 役員の状況

結 城 章 夫（学長）（平成１９年９月１日～平成２６年３月３１日）

理事数 ５人

監事数 ２人（非常勤１人）

④ 学部等の構成

人文学部

学 地域教育文化学部

理学部

部 医学部

工学部

農学部

社会文化システム研究科

研 地域教育文化研究科

医学系研究科

究 理工学研究科

農学研究科

科 教育実践研究科

岩手大学大学院連合農学研究科(*)

そ 基盤教育院、附属図書館（小白川図書館、医学部図書館、工

学部図書館、農学部図書館）、医学部附属病院、農学部附属や

の まがたフィールド科学センター、保健管理センター、東北創

生研究所、地域教育文化学部附属教職研究総合センター、高

他 感度加速器質量分析センター、医学部遺伝子実験施設、環境

保全センター、国際事業化研究センター、有機エレクトロニ

クス研究センター、附属博物館、情報ネットワークセンター、

教育開発連携支援センター、附属幼稚園、附属小学校、附属

中学校、附属特別支援学校

(*) 岩手大学を基幹大学とし、山形大学、弘前大学及び帯広畜産大

学を参加大学とする連合大学院。

⑤ 学生数及び教職員数（平成２３年５月１日現在）

学生数 ９，３３５人（うち留学生数１４３人）

学 部 ７，８４４人

（うち夜間主コース３１８人）

大学院 １，３７５人

修士課程 １，０４９人

博士課程 ２８４人

専門職学位課程 ４２人

別 科 ４２人

科目等履修生等 ７４人

附属学校児童・生徒等数 １，３１０人

教員数（本務者） ９３１人

職員数（本務者） １，１７４人

（２）大学の基本的な目標等

（中期目標の前文）

基本理念：

山形大学は、「自然と人間の共生」をテーマとして、次の５つの基本

理念に沿って、教育、研究及び地域貢献に全力で取り組み、キラリと

光る存在感のある大学を目指す。

１．学生教育を中心とする大学創り

２．豊かな人間性と高い専門性の育成

３．「知」の創造

４．地域及び国際社会との連携

５．不断の自己改革

重点目標：

山形大学では、学士課程教育を通じ、自律した一人の人間として力強

く生き、他者を理解し、ともに社会を構成していく力を養う。そのため

には、健全で良識ある市民として生きるための豊かな教養、人生をどう

生きるべきかという人間理解、他の多くの人々と一体となって成果を創

造していくための共生のこころ、習得した高い専門知識を具体的な事例

に適用し判断・行動する能力が必要である。本学では、これらの能力を、

目的と到達目標を明確に位置づけた教育体系により、着実に身につける

教育を行う。

また、東北地区有数の総合大学としての資源を活かし、地域に根ざし

た多様な研究を推進するとともに、産学官民の広範な連携を推進するこ

とにより、地域における知の拠点を形成する。

（３）大学の機構図

※次頁に記載

山形大学山形大学山形大学山形大学



大学の機構図（平成24年1月1日現在） 山形大学山形大学山形大学山形大学

理事

監事

エンロールメント・

マネジメント部

役員

　　役員会

学長 監 査 室

企 画 部

地域教育文化学部

事 務 局 総 務 部 総務課

人事課

男女共同参画推進室

労務課

教育企画室 企画課

学 部 人 文 学 部

財 務 部 財務課

附属教職研究総合センター

東北創生研究所

理 学 部 高感度加速器質量分析センター

施 設 部 施設企画課

研究支援課

社会連携・図書・情報課

国際交流課

渉 外 部

医 学 部 医学部遺伝子実験施設

施設整備課

大 学 院 社会文化ｼｽﾃﾑ研究科

附 属 病 院 環境保全センター

工 学 部 国際事業化研究センター

有機エレクトロニクス研究センター

地域教育文化研究科

総務課

農 学 部 附属やまがたフィールド科学センター

医 学 系 研 究 科

理 工 学 研 究 科

小白川キャンパス事務部

経理課

政策課

入試主幹

学務課

農 学 研 究 科

教 育 実 践 研 究 科

岩手大学大学院連合農学研究科

理学部事務室

企画管理課

学務課

附属中学校

医 学 部

総務課

附 属 学 校 附属幼稚園

附属特別支援学校

附属小学校

附属図書館 小白川図書館

別 科 養護教諭特別別科

附属学校事務室

基盤教育院

医事課

農 学 部 事務室

事 務 部 総務課

保健管理センター

工 学 部

小白川キャンパス 附属博物館

事 務 部

附属病院

会計課

教務課

就職課

図書課

人文学部事務室

地域教育文化学部事務室

学生課

工学部図書館

医療支援課

農学部図書館

医学部図書館

情報ネットワークセンター

教育開発連携支援センター

鶴岡キャンパス

キャンパス事務組織

小白川キャンパス

飯田キャンパス

米沢キャンパス
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大学の機構図（平成23年2月1日現在） 山形大学山形大学山形大学山形大学

役員

　　役員会

学長 監 査 室

エンロールメント・マネジメント室

大学連携推進室

学務・入試企画室

理事

国際化主幹

事 務 局 総 務 部 総務ユニット

人事ユニット

監事 男女共同参画推進室

労務ユニット

教育企画室 広報ユニット

研究プロジェクト戦略室 企 画 部 経営企画ユニット

研究支援ユニット

評価分析室

社会連携・図書・情報ユニット

国際交流ユニット

学 部 人 文 学 部

財 務 部 財務ユニット

地域教育文化学部 附属教職研究総合センター

経理ユニット

理 学 部 高感度加速器質量分析センター

施 設 部 施設企画ユニット

医 学 部 医学部遺伝子実験施設 施設管理ユニット

附 属 病 院 環境保全センター 安全管理ユニット

工 学 部 国際事業化研究センター

農 学 部 附属やまがたフィールド科学センター

大 学 院 社会文化ｼｽﾃﾑ研究科

地域教育文化研究科

人 文 学 部 事務ユニット

医 学 系 研 究 科

地域教育文化学部 事務ユニット

理 工 学 研 究 科

理 学 部 事務ユニット

農 学 研 究 科

小白川事務部 総括ユニット

教 育 実 践 研 究 科 会計・環境整備ユニット

教育支援ユニット

岩手大学大学院連合農学研究科

学生支援ユニット

附属特別支援学校

企画管理ユニット

別 科 養護教諭特別別科 就職支援ユニット

学術情報ユニット

基盤教育院

小白川図書ユニット

医学部図書館 学務ユニット

附 属 学 校 附属幼稚園 附属学校ユニット

附属小学校

附属中学校

医 学 部 事 務 部 総務ユニット

保健管理センター

工 学 部 事務ユニット

小白川キャンパス 附属博物館

附属病院

附属図書館 小白川図書館 高度先進医療推進事務ユニット

情報ネットワークセンター

高等教育研究企画センター

農 学 部 事務ユニット

工学部図書館 医事ユニット

農学部図書館 診療報酬ユニット

鶴岡キャンパス

キャンパス事務組織

小白川キャンパス

飯田キャンパス

米沢キャンパス
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○ 全体的な状況○ 全体的な状況○ 全体的な状況○ 全体的な状況

山形大学は、東北地区有数の総合大学として、6学部・6研究科を中心とした教育 し、安定的運用を図るとともに、その運用状況を検証した結果、後期から

研究組織を有し、「自然と人間の共生」をテーマに、「何よりも学生を大切にする は専門教育科目を加えて全学的なLMS普及を推進した。その結果、平成23年

大学」を目指し、教育、研究及び地域貢献に全力で取り組んでいる。 度は昨年度比5割以上増の185授業科目で利用された。また、利用者の利便

第2期中期目標・中期計画の2年目にあたる平成23年度は、「学士課程教育全体の 性向上を図るためのアンケート調査を実施し、検討の結果、システムの改

充実」「有機エレクトロニクスの世界的研究拠点の整備」「地域社会との連携活動」 修を図ることとした。

に重点を置いて取組を進めるとともに、東日本大震災からの復興と新しい東北の創

生のための取組も大学全体で推進した。 ⑤ 大学院教育実践研究科教職実践専攻において、教員養成評価機構の認証

以下に、教育研究等の質の向上の状況及び業務運営・財務内容等の状況について、 評価を受審し、同機構の教職大学院評価基準に適合していると認定された。

項目ごとに説明する。

（３）学生支援の充実

１．教育研究等の質の向上の状況１．教育研究等の質の向上の状況１．教育研究等の質の向上の状況１．教育研究等の質の向上の状況 ① 「山形俊才育成プロジェクト（山澤進奨学金）」、「山形大学エリアキャ

１ 教育に関する取組１ 教育に関する取組１ 教育に関する取組１ 教育に関する取組 ンパスもがみ土田秀也奨学金」、「山形大学 YU Do Best 奨学金」及び「山

本学の使命である「学部（学士課程）教育を重視した人材養成」を遂行するため、 形大学学生支援基金奨学金」を継続して実施するとともに、平成23年度か

学士課程教育全体の充実、学生への支援の充実に取り組んだ。 らは、東日本大震災で被災した山形大学の学生に対し、緊急の経済支援と

（１）基盤教育の充実 して返還不要の奨学金「山形大学被災学生支援奨学金」による支援（前期

① 平成23年4月に基盤教育の評価組織である「基盤教育評価改善会議」を設 支給者数273人、後期支給者数364人）を実施した。

置し、基盤教育のスタートアップセミナー・アンケート、授業改善アンケー

ト、GPA分布調査、進級時アンケート及び学生との座談会等の点検評価・教 ② 東日本大震災による被災学生に対する経済支援、入学料免除及び授業料

育方法等改善に係る事業を実施するとともに、活動状況を報告書としてまと 免除を実施した。被災学生に対し、平成23年度前期分の入学料免除（全額

めた。 免除72人、半額免除33人）及び授業料免除（全額免除280人、半額免除118

人）、後期分の授業料免除（全額免除252人、半額免除143人）を実施した。

② 基盤教育の導入科目「スタートアップセミナー」については、平成22年度

の実績を踏まえ、「スタートアップセミナー」の共通テキストにおいて、授 ③ 学生の学業・課外活動の活性化を図るため優秀な成績を修めた学生及び

業以外でも自ら課題発見探求を促すよう指導するとともに、教員用実践マニ 学生団体等に対して、学長による学生表彰及び副学長（教育・学生担当）

ュアル（改訂版）においては、シラバスに主体的な取り組みを目標に掲げる による奨励表彰を継続実施した。

ように指導し、平成23年度の授業を実施した。その結果、スタートアップセ

ミナーに関する学生アンケートでは、全ての項目で学生の評価が平成22年度 ④ 東日本大震災の被災地復興支援のために、山形大学と東北芸術工科大学

を上回り、見直しと改善が順調に進んだ。また、平成24年度に向けて学生用 が中心となり新しい東北を創出するために提案したキャンペーン「スマイ

の補助教材を作成した。 ル・トレード１０％」を支援した。

（２）教育方法等の改善 （４）キャリア教育・就職支援の充実

① 大学全体や各学部・各研究科のディプロマ・ポリシー、カリキュラム・ポ ① 基盤教育の導入科目（スタートアップセミナー）では、共通テキストを

リシー及びアドミッション・ポリシーを体系化し、それに基づき教育改善の 活用しながらキャリア形成の意識涵養に努めた。また、「教養科目」及び

PDCAサイクルを推進した。 「展開科目」の中でもキャリア形成に資する科目を継続的に開講するとと

もに授業改善アンケートの点検・評価を踏まえ、内容等の充実を図った。

② 大学教育推進プログラム採択事業「到達目標を明確にした自己実現学習シ

ステム」において、学習成果と教育目標の明確化・体系化を推進するととも ② 平成23年4月から小白川キャンパスのキャリアサポートセンターに専任教

に各学部の学習・教育目標を、ＹＵサポーティングシステム（修学支援シス 員を配置し、キャリアカウンセラー業務のほか、初年次からのキャリア形

テム）の「学習ポートフォリオシステム」として開発し、導入に向け準備を 成及びキャリア教育の強化を図るとともに、早期に職業意識を醸成するた

進めている。 めのキャリア教育科目を、平成24年度に開講することとした。

③ 教育方法等改善のため、FD合宿セミナー、基盤教育ワークショップ、授業 ③ 3つのキャンパス（小白川、米沢、鶴岡）に就職相談員を配置して学生の

の相互参観を継続的に実施し、これらの取組を年度末に報告書としてとりま 個別相談の充実を図ったほか、小白川キャンパス（人文学部、地域教育文

とめ、情報の共有化を図った。また、本学が事務局を務める東日本地域の大 化学部、理学部）では、山形県若者就職支援センターと連携し、週当たり

学・短大・高専の教育改善を推進するFDネットワーク”つばさ”において、 4日間のキャリアカウンセラーによる就職相談を実施した。

学生FD会議、FDワークショップ等を開催し、大学間連携によるFDを推進した。

さらに、各学部でも独自の方法により教育内容の見直し及びFD活動に取り組 ④ 理事が県内外の30社を超える企業を訪問し、求人の要請を行うとともに、

んだ。 平成23年11月からは就職先を新規開拓するために県内外の27社を選定して

全学就職委員会委員による企業訪問を継続して行い、最新の採用情報を学

④ 平成23年4月から基盤教育において新しいLMS（学習管理システム）を導入 生に提供した。

山形大学山形大学山形大学山形大学
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⑤ 学生キャリアサポーターの中から、就職内定を得た8人の学生をアドミニ ３ 社会連携及び国際交流に関する取組３ 社会連携及び国際交流に関する取組３ 社会連携及び国際交流に関する取組３ 社会連携及び国際交流に関する取組

ストレイティブ・アシスタントとして雇用し、3年生向けエントリーシート 地域に根ざして世界をリードしていく大学を目指し、県内外での社会連携活動

添削のほか、一般的な就職に関する相談に応ずるなどの学生が学生をサポー 及び国際的な大学間連携活動に取り組んだ。

トする仕組みを始動させた。 （１）社会連携の推進

① 東日本大震災の被災地の子供たちに、科学に触れる機会を提供するため、

⑥ 文系学生にも製造業や山形県内の有力企業に目を向けさせるために「県内 宮城県石巻市及び福島県郡山市において、科学実験教室を開催し、合わせ

有力企業バスツアー」を実施し、78人の学生が参加した。 て約5,700人の参加があった。

２ 研究に関する取組２ 研究に関する取組２ 研究に関する取組２ 研究に関する取組 ② 地域との情報交換ネットワークとして構築した「山形大学と交流する会」

先進的研究、基礎的研究及び地域に根ざした研究を推進するとともに、研究成果 において、会員企業トップと山形大学長及び役員等との意見交換、研究成

の社会への還元を図った。 果に関する特別講演会の開催、研究生・科目等履修生の受入れ、企業等か

（１）先進的研究の推進 らの技術相談に応じる等、相互連携、情報の交換及び発信の活性化を図っ

① 有機ＥＬ、有機太陽電池、有機トランジスタなどの広範な有機デバイス関 た。

連分野への研究を推進する研究拠点として有機エレクトロニクス研究センタ

ーを設置し、卓越研究教授のほか、個別契約任期付教員9人を採用し、研究 ③ 山形国際ドキュメンタリー映画祭2011の開催に際しては、予備審査員、

スタッフの充実を行い研究活動を開始した。 シンポジウムの開催、解説小冊子の発刊、テレビドキュメンタリーへの協

力、学生ボランティアの派遣等の支援を行い、地域の文化活動振興に貢献

② ペルー共和国ナスカ市に「ナスカの地上絵の研究」の研究拠点として「人 した。

文学部附属ナスカ研究所」の開設を決定した。

④ 県内の商工会議所役員と山形大学の学長、副学長、学部長との懇談会、

③ 平成21年度から山形大学先進的研究拠点として支援を行っているYU-COE 交流会を県内7か所で開催し、今後、地域の活性化のために協力することを

(S)の3拠点（分子疫学、有機ＥＬ、核子スピン）について、継続支援を決定 確認し、次年度以降、具体的な活動を推進することとした。

し、総額6,500万円の支援を行った。また、平成22年度から将来国内外の先

進的研究拠点となる可能性がある萌芽的な研究グループの支援を行っている ⑤ 庄内地区にある4つの高等教育・研究機関（東北公益文科大学、慶應義塾

YU-COE(E)6拠点について、継続支援を決定し支援するとともに、平成23年度 大学先端生命科学研究所、鶴岡工業高等専門学校、山形大学農学部）が互

新たに6拠点の支援を行い、合計12拠点に対し、総額3,500万円の支援を行っ いの知を集結し、連携推進を図る目的で結成した「知の拠点庄内」におい

た。 て、一般市民に向けたシンポジウムが開催され、各機関から研究成果の発

表が行われた。

（２）地域に根ざした研究、社会に貢献する研究の推進

① 自立分散型社会システムとその基盤となる新たな社会構造、産業構造、食 （２）国際交流の推進

料生産等について全学部が協力して学際的研究を遂行するため、東北創生研 ① 留学意欲の向上のため、1ヶ月以上の期間海外で研究活動を行う教員の下

究所を設立した。 で1週間程度指導を受ける「山形大学海外スクーリング制度」を創設し、4

人を採択した。また、YU海外研究グローイングアッププログラムにおいて

② 東日本大震災からの東北の復旧・復興を支援し、新しい東北を創り上げて も教員の派遣先で指導を受けることができることとし、3人が現地で指導を

いくために、福島大学、宮城教育大学と連携し、「大災害に際して地方国立 受けた。

大学がなすべきこと」と題して決意表明を行い、政策提言を行った。 また、

長期にわたる復興事業の一翼を担うための「災害復興学」という新しい学問 ② 各学部において、例えば以下のように海外でのワークショップ等の協定

分野を切り開くべく、平成24年度から授業を行うこととするとともに、3大 大学との研究者交流活動を実施した。

学による災害復興関連のシンポジウムを開催した。 ・インドネシアで自然共生型水稲栽培に関する国際ワークショップを開催

し、大学院生が研究発表の他、運営にも参画（農学部）

（３）研究支援の充実 ・台湾国立師範大学との連携による台湾での授業（地域教育文化学部）

① 過去に科学研究費補助金・基盤研究(C)等への採択経験があり、平成23年 ・日本学術振興会「頭脳循環を活性化する若手研究者海外派遣プログラム」

度新たに基盤研究(B)へ応募した教員で不採択となった者に対する支援制度 による教員２人と大学院生のCERN（欧州原子核研究機構）への派遣（理

として、「科学研究費補助金ステップアップ支援制度」を創設し、申請があ 学部）

った6件を採択した。 ・グローバルCOEプログラムにおいて復旦大学副学長以下研究者を招待して

の国際交流協定締結と国際共同研究のための打ち合わせの実施（医学部）

② テニュア・トラック制を導入し、工学部(8人)の他に理学部及び農学部に

おいても各1人の若手教員を採用し、若手研究者の自立的研究環境の整備を ③ 海外サテライトが設置されているハノイ農業大学において、山形大学留

進めた。また、工学部においてはうち１人がテニュアを取得した。 学のためのセミナー及び日本語教室を開催した。

（４）附属病院での研究の質の向上 ④ （財）平和中島記念国際交流財団助成による留学生地域交流事業として

① 重粒子線による最先端がん治療施設の医学部附属病院への設置を目指し、 『もっと「山形」を知ろう、「山形の企業」について知ろう、語ろう』が

重粒子線がん治療施設設置準備室を平成24年4月に設立することとした。 採択され、県内企業での留学生のインターンシップ、新庄・最上地域での

山形大学山形大学山形大学山形大学



- 6 -

山形大学山形大学山形大学山形大学

交流事業、留学生のための県内合同企業説明会を実施した。 （34人）を着実にすすめ、2年生まで導入した。

４ 附属病院に関する取組４ 附属病院に関する取組４ 附属病院に関する取組４ 附属病院に関する取組 ② 教育実習の質的向上を図るため、平成23年度から中学校の母校実習を廃

質の高い医療人の育成、高度な医療技術の提供、地域医療への貢献を推進した。 止し、附属中学校と公立中学校31校（教育実習協力校：山形市及び近隣市

（１）医療人の育成 町村26校、新庄市5校）において計257人の学生の実習を実施した。実習終

① 臨床実習においてポートフォリオを導入するとともに、その運用や改善点 了後、実習校及び実習生に対するアンケートを基に、実施体制や実施時期

について調査を実施し、運用に関して一部の見直しを行った。また、1年次 等について改善を行った。

開講のスタートアップセミナーにおいて外部講師を招き、医の倫理、医学史

等の教育内容の充実を図った。平成24年1月からは、山形県と連携し、県の ③ 新たに四附属学校園全体に関わる「特別支援コーディネーター」及び「メ

補助事業の一環として、県内各地域の3中核病院と県広域連携実習協定を締 ンタルケア・コーディネーター」を配置し、特別な支援を必要とする幼児

結し、臨床実習認定制度「スチューデント・ドクター」として一定の知識と 児童生徒、または心の問題を抱える幼児児童生徒の指導を中心に、附属学

経験を積んだ5年生が4週間にわたり、中核病院で医師の診療に同行しながら 校園を相互につなぎ、きめ細かな質の高い教育の実現に貢献した。

実務研修を行うこととした。

④ 「附属学校連携委員会」を中心に、四附属学校園の教員が一堂に会する

② 将来の専門性を考慮して、学部生を対象に「小児科」「産婦人科」「救急 「附属学校連携の日」（11月14日）を初めて実施した。附属中学校での授

医学」「外科」の専修コースを設けており、平成23年度4人が在籍している。 業参観、各附属学校園の研究部長による研究発表、グループごとの協議等

同時に、卒後臨床研修センターで実施する卒後臨床研修（初期研修）にお を実施し、附属学校間における実践研究と課題への理解を深めた。

いては、通常のプログラムに加え、「外科」「救急・麻酔」「小児科」「産科

婦人科」の重点コースを設置し、今年度はそのうち外科重点コースに3人が ２．業務運営・財務内容等の状況２．業務運営・財務内容等の状況２．業務運営・財務内容等の状況２．業務運営・財務内容等の状況

マッチングした。 １ 業務運営の改善及び効率化１ 業務運営の改善及び効率化１ 業務運営の改善及び効率化１ 業務運営の改善及び効率化

学長のリーダーシップのもと、外部意見の経営への反映、学内体制の整備、企

（２）がん医療の充実 画・立案機能の強化を図り、戦略的かつ柔軟な運営体制の確立を推進した。

① がん診療連携拠点病院として、5大がんに関する地域連携パスを、関連病 （１）戦略的な大学経営の推進

院と運用するとともに、平成23年8月「がん治療連携計画策定料」の施設基 ① 「結城プラン2012」のプラン作成(Plan)にあたっては、最終レビューに

準を取得した。 おいて実施した結城プラン2011における実績（Ｄo）についてのチェック

（Check）及び改善（Act）を踏まえて作成するなど、PDCAサイクルに基づ

② 平成23年9月から、PET-CT装置の運用を開始し、がんの診断体制を充実さ いたプラン作成を実施した。

せた。

② 経営協議会による部局長ヒアリングを踏まえて組織評価（部局年度業績

③ 東北がんEBM人材育成・普及推進事業においては、平成23年度までに計5人 評価）を実施し、各部局に評価結果を通知するとともに、評価結果に応じ

のがん専門医（化学療法、放射線治療）を育成し、地域医療人に対するがん てインセンティブ経費（総額4,000万円）を配分した。

のインターネット講義では年間約700回の視聴があり、前年度（約600回）を

上回った。 （２）職員の研修について

① 昨年度までの階層別研修、専門別研修の他に、能力向上研修、自己啓発

（３）医療体制の充実 研修を加えた4つの研修体系を整備し、実施した。特に、今年度新たに企画

① 救急部、手術部及び医学部がんセンターの機能強化を図るとともに、救急 した能力向上研修については、自己の意見等を、相手に配慮しつつ、スム

救命士実習を実施し、山形県におけるメディカルコントロールセンターとし ーズに伝える技術を学ぶアサーション研修を、主任以下の職員を対象に開

て、高度化する救急医療に対応した。 催した。

② 患者サービス棟が完成し、12月19日から、診療受付、診療予約、各種相談 ② 昨年度から継続して実施した自己啓発支援プロジェクトは、新たに海外

支援を一体的に開始した。また、相談個室を整備し、プライバシーに配慮し 研修を加え、内容を拡充して実施した。その結果、海外研修3件を含む、

たサービスの提供を実施した。 14件を採択した。3月2日には成果発表会を実施し、研修成果の共有を図っ

た。

③ 脳死臓器移植及び生体肝移植等のマニュアルに加え、児童虐待対応マニュ

アルを整備し、小児の臓器移植にも対応できる体制を強化した。 ③ 初任者段階での人材育成を組織的かつ効果的に実施するため、山形大学

新規採用事務系職員メンター制度を新設し、採用後2～3年目の事務系職員

５ 附属学校に関する取組５ 附属学校に関する取組５ 附属学校に関する取組５ 附属学校に関する取組 がメンターとなって初任者を支援する体制を整備した。

附属幼稚園、附属小学校、附属中学校及び附属特別支援学校の四附属学校園間の

連携による教育研究活動の充実及び教育実習の質的向上を推進した。 （３）教育研究体制の整備・充実

① 地域教育文化学部において、教員養成機能の高度化と学部全体の教育内

（１）教育研究の充実 容の充実化・総合化の双方を効果的に達成するため、平成24年度から既設

① 平成22年度より全国に先駆けて開始した附属小学校の少人数学級編成 の3学科を1学科に改組することとした。
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② 理工学研究科（理学系）の博士前期課程及び後期課程の入学定員見直しを る経費抑制に関する行動計画」に基づき、各部署から選出された推進員と

行い、入学定員充足率の改善を図った。 ともに、コスト削減に関する取組を実施した。

③ 本学の在学生（主に３・４年次生）を対象に、本学大学院各研究科の教育 （３）適切な資産の運用・管理

理念、求める学生像や養成する人材像、教育・研究上の特色、教育課程、進 ① 保有資金を適切に把握した結果、資金運用のうち余裕資金については、

路状況等についての情報提供と個別相談を行う「大学院各研究科の合同説明 債券投資を行い、戦略的なラダー型運用を可能とした。

会」を各キャンパスで実施し、定員の確保に努めた。

② 適時・的確に資金を把握したことによって、短期の資金運用を積極的に

（４）男女共同参画推進の取組 行うことができ、平成22年度よりも高い運用益をあげた。

① 11月11日に、県内高等教育機関の関係者が参加した男女共同参画シンポジ

ウムを開催し、男女共同参画を一層推進することを謳った「男女共同参画に ３ 自己点検・評価及び情報の提供３ 自己点検・評価及び情報の提供３ 自己点検・評価及び情報の提供３ 自己点検・評価及び情報の提供

向けた大学連携・山形宣言」を採択した。 自己点検・評価の着実な実施及び積極的な情報発信・情報公開を推進した。

（１）評価の充実と効率化

② 託児サポーター制度については、新たに27人を加え50人の託児サポーター ① 経営協議会による部局長ヒアリングを踏まえた組織評価（部局年度業績

研修修了生を託児サポーターとして登録し、より多くの教職員、学生が利用 評価）を実施し、部局の教育研究の質の向上及び運営の活性化を図った。

できる環境を整えた。

② 平成25年度に大学機関別認証評価を受審するにあたって、各部局におい

③ 妊娠、育児、介護中等の女性研究者を支援する研究継続支援員制度の利用 て事前検証シートに基づく自己点検・評価を実施するとともに、それを踏

者を四半期ごとに募集することで、広く女性研究者に周知し、最終的な利用 まえて全学的な項目に係る改善策の検討を行った。また、本学の評価を依

者数は37人となった。 頼する大学評価・学位授与機構から講師を招き、教職員を対象とした認証

評価に関する説明会を実施した。

④ 女性研究者支援メンター制度において、学内メンター教員として15人を委

嘱し、女性研究者の相談体制を整えた。 （２）情報発信・情報公開の促進

① 大学のホームページの分析、リニューアル・コンセプトの作成、サーバ

⑤ 3月8日に男女共同参画総括シンポジウムを開催し、「山形ワークライフバ 構成の検討を踏まえ、全面的なホームページのリニューアルを行った。

ランス・イノベーション」についての全学部等の取組と今後の計画を学内外

に公表した。 ４ 施設設備の充実、安全管理の推進４ 施設設備の充実、安全管理の推進４ 施設設備の充実、安全管理の推進４ 施設設備の充実、安全管理の推進

学生の視点、国際化を意識したキャンパス整備、情報セキュリティの強化及び

（５）機能的な事務組織体制の整備 監査体制の充実を推進した。

① 各業務を総務系、財務系、学務系、施設系、図書系、医事系の各分野に区 （１）施設設備の整備

分し、各業務分野の中心となる各部署に業務改善委員を配置し、総務系では、 ① 基盤教育整備事業において、学生へのアンケート結果に基づき、国際交

業務の簡素化や業務処理方法の統一化を図るなどの業務改善を実施した。 流室、学生ラウンジ、学生用多目的室、学生サポートルームを整備するな

ど、学生の視点や国際化を意識した施設整備を実施した。

２ 財務内容の改善２ 財務内容の改善２ 財務内容の改善２ 財務内容の改善

自己収入及び外部資金の確保、経費の削減、資産運用の効率化など多様な側面か ② 省エネ改修工事、緑地整備等の環境整備事業に対して補助金を交付する

ら財務内容の改善を推進した。 エコキャンパス整備支援事業において、学内公募し、各部局より提出され

（１）自己収入の増加 た事業を審査し、支援を行った。

① 未納債権を減少させるため、定期的に督促を実施し未納金額を連絡すると

ともに、分割納付についての相談に応じた。また、督促状を送付しても納付 （２）安全管理の体制整備

しない者については、内容証明郵便による督促を行った結果、約27％の者か ① 情報セキュリティの強化のための新たな情報基盤システムとして、認証

ら納付が得られた。 システムを平成23年12月に、シンクライアントシステムを平成24年3月に導

入した。

② 外部研究資金確保のための支援制度を充実し、以下の支援を行った。

・科学研究費補助金に関する若手教員研究助成25人の応募に対し、24人を採 （３）法令遵守

択し支援 ① 適正経理管理室において、各キャンパスで前年度の契約額が多い業者を

・新任教員のスタートアップ支援10人の応募に対し、6人を採択し支援 抽出し、契約内容のチェック体制に係るモニタリング及び検収業務体制の

・大型の競争的外部資金獲得支援9人の応募に対し、2人を採択し支援 モニタリングを行った。

（２）経費の抑制 ② 多様な法令、判例、各種情報を適切かつ迅速に参照できる体制を整備す

① 職員一人ひとりにコスト削減への意識改革を促すため、「山形大学におけ ることを目的に、法情報総合データベースの導入を図った。
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○○○○ 項 目 別 の 状 況項 目 別 の 状 況項 目 別 の 状 況項 目 別 の 状 況

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況

(1) 業務運営の改善及び効率化に関する目標

① 組織運営の改善に関する目標

中 1.学長のリーダーシップのもと、大学構成員及び外部有識者の意見を踏まえ、戦略的な大学経営を進める。

期

目 2.質の高い教育研究を行うため、不断に組織編成の見直しを行い、学部・大学院研究科の充実を推進する。

標

3.「男女共同参画基本計画（第２次）」（平成17年12月閣議決定）を踏まえ、男女共同参画を推進する。

進捗 ウェ

中期計画 年度計画

状況 イト

【1-1】 【1-1】

学長の行動指針を策定し公表する。 ・山形大学の改革を計画的・継続的に進めるために、学長行動指針を策定し公表する。 Ⅲ

【1-2】 【1-2】

大学構成員及び外部有識者の意見を ・学外有識者による顧問会議を開催し、各委員の総合的・専門的な見地からの助言等を大学運営に反映する。

積極的に大学経営に反映させる。

・学長オフィスアワーを開催し、教職員及び学生からの意見を聴取して、大学運営に反映する。 Ⅲ

・経営協議会による部局長ヒアリングを踏まえて組織評価（部局年度業績評価）を実施し、評価結果に応じて経営

資源の配分を行う。

【1-3】 【1-3】

職員の能力向上のための研修を継続 ・大学職員としてのキャリアアップに資するため、階層別・専門分野別研修など、各種研修を充実して実施する。

して実施する。

・職員の自主企画による研修を組織的に支援し、多彩な人材の育成に努める。 Ⅳ

・初任者段階での人材育成を計画的かつ効果的に実施するため、新採用事務職員に対するメンター制度を整備する。

【2-1】 【2-1】

各学部及び各研究科等の組織編成を ・教育研究体制を整備するため、各学部・研究科の入学状況、進路状況、社会的なニーズなど多様な観点から、学 Ⅲ

不断に見直し、適切な教育研究体制を 部・研究科の組織の目的等を踏まえた点検を行う。

整備する。

【3-1】 【3-1】

男女共同参画を推進するため、ワー ・ワーク・ライフ・バランスを実現するため、「山形大学男女共同参画基本計画」に基づき、研究と育児等が両立 Ⅳ

ク・ライフ・バランスに配慮した就業 できる環境の整備を推進する。

環境を整備する。

ウェイト小計

山形大学山形大学山形大学山形大学
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況

(1) 業務運営の改善及び効率化に関する目標

② 事務等の効率化・合理化に関する目標

中 1.機能的な事務組織のもとで、事務の効率化・合理化を推進する。

期

目

標

進捗 ウェ

中期計画 年度計画

状況 イト

【1-1】 【1-1】

機能的な事務組織体制の整備を進め ・ＹＵユニット制をブラッシュアップし、より機能的な事務組織体制を整備する。 Ⅲ

るとともに、業務の見直し及び改善を

不断に実行する。 ・事務手続きの簡素化・合理化を一層推進し、業務の見直し・改善を行う。

ウェイト小計

山形大学山形大学山形大学山形大学
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山形大学山形大学山形大学山形大学

（1）業務運営の改善及び効率化に関する特記事項

【戦略的な大学経営の推進】 【男女共同参画推進の取組】【戦略的な大学経営の推進】 【男女共同参画推進の取組】【戦略的な大学経営の推進】 【男女共同参画推進の取組】【戦略的な大学経営の推進】 【男女共同参画推進の取組】

○「結城プラン2012」のプラン作成(Plan)にあたっては、最終レビューにおいて実 ○11月11日に、県内高等教育機関の関係者が参加した男女共同参画シンポジウム

施した結城プラン2011における実績（Ｄo）についてのチェック（Check）及び改 を開催し、男女共同参画を一層推進することを謳った「男女共同参画に向けた

善（Act）を踏まえて作成するなど、PDCAサイクルに基づいたプラン作成を実施 大学連携・山形宣言」を採択した。

した。

○託児サポーター制度については、新たに27人を加え50人の託児サポーター研修

○顧問会議を8，12月の2回開催し、各委員からの総合的・専門的助言等を大学運営 修了生を託児サポーターとして登録し、より多くの教職員、学生が利用できる

に反映した。 環境を整えた。

○経営協議会による部局長ヒアリングを踏まえて組織評価（部局年度業績評価）を ○妊娠、育児、介護中等の女性研究者を支援する研究継続支援員制度の利用者を

実施し、各部局に評価結果を通知するとともに、評価結果に応じてインセンティ 四半期ごとに募集することで、広く女性研究者に周知し、最終的な利用者数は

ブ経費（総額4,000万円）を配分した。 37人となった。

【職員の研修について】【職員の研修について】【職員の研修について】【職員の研修について】 〇女性研究者支援メンター制度において、学内メンター教員として15人を委嘱し、

女性研究者の相談体制を整えた。

○昨年度までの階層別研修、専門別研修の他に、能力向上研修、自己啓発研修を加

えた4つの研修体系を整備し、実施した。特に、今年度新たに企画した能力向上 ○3月8日に男女共同参画総括シンポジウムを開催し、「山形ワークライフバラン

研修については、自己の意見等を、相手に配慮しつつ、スムーズに伝える技術を ス・イノベーション」についての全学部等の取組と今後の計画を学内外に公表

学ぶアサーション研修を、主任以下の職員を対象に開催した。 した。

○昨年度から継続して実施した自己啓発支援プロジェクトは、新たに海外研修を加 【機能的な事務組織体制の整備】【機能的な事務組織体制の整備】【機能的な事務組織体制の整備】【機能的な事務組織体制の整備】

え、内容を拡充して実施した。その結果、海外研修3件を含む、14件を採択した。

3月2日には成果発表会を実施し、研修成果の共有を図った。 ○各業務を総務系、財務系、学務系、施設系、図書系、医事系の各分野に区分し、

各業務分野の中心となる各部署に業務改善委員を配置し、総務系では、業務の

○初任者段階での人材育成を組織的かつ効果的に実施するため、山形大学新規採用 簡素化や業務処理方法の統一化を図るなどの業務改善を実施した。

事務系職員メンター制度を新設し、採用後2～3年目の事務系職員がメンターとな

って初任者を支援する体制を整備した。

【教育研究体制の整備・充実】【教育研究体制の整備・充実】【教育研究体制の整備・充実】【教育研究体制の整備・充実】

○地域教育文化学部において、教員養成機能の高度化と学部全体の教育内容の充実

化・総合化の双方を効果的に達成するため、平成24年度から既設の3学科を1学科

に改組することとした。

〇理工学研究科（理学系）の博士前期課程及び後期課程の入学定員見直しを行い、

入学定員充足率の改善を図った。

〇本学の在学生（主に３・４年次生）を対象に、本学大学院各研究科の教育理念、

求める学生像や養成する人材像、教育・研究上の特色、教育課程、進路状況等

についての情報提供と個別相談を行う「大学院各研究科の合同説明会」を各キ

ャンパスで実施し、定員の確保に努めた。
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○○○○ 項 目 別 の 状 況項 目 別 の 状 況項 目 別 の 状 況項 目 別 の 状 況

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況

(2) 財務内容の改善に関する目標

① 外部研究資金、寄附金その他の自己収入の増加に関する目標

中 1.本学の業務のより一層の質の向上と確実な遂行を図るため、自己収入及び科学研究費補助金等の外部研究資金の獲得を図り、安定的に財政基盤を確保する。

期

目

標

進捗 ウェ

中期計画 年度計画

状況 イト

【1-1】 【1-1】

本学に相応しい入学者の確保に努 ・関係部署との連携を引き続き強化し、効率的で、効果的な学生募集のための広報を行う。 Ⅲ

め、学生定員を安定的に充足する。

【1-2】 【1-2】

競争的研究資金等の外部研究資金獲 ・学内で選定した先進的研究3拠点（YU－COE（S））及び萌芽的研究6拠点（YU－COE（E））について、第三者及び学

得のため、全学的な支援の取り組みを 内による評価を行い、今後の支援に反映させる。 Ⅲ

強化する。

・科学研究費補助金に関する若手教員研究助成、新任教員のスタートアップ支援、科学研究費補助金種別のグレー

ドアップのための経費支援等を行うとともに、アドバイザー制度を強化充実する。

【1-3】 【1-3】

病院再整備計画を着実に進め、診療 ・外来棟・中央診療棟改修工事を着実に進め、病院機能の充実を図る。

機能の充実等による病院収入の増額を Ⅲ

図るとともに、債権管理を徹底し健全 ・未納債権減少へ向けて、未納金額の連絡、分割納付についての相談、定期的な督促を実施する。

な病院経営を目指す。

・附属病院の毎月の財務状況を役員会において把握する。

ウェイト小計

山形大学山形大学山形大学山形大学
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況

(2) 財務内容の改善に関する目標

② 経費の抑制に関する目標

中 1.「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律」（平成18年法律第47号）に基づき、平成18年度以降の5年間において国家公務員に準じた

期 人件費削減を行う。更に、「経済財政運営と構造改革に関する基本方針2006」（平成18年7月7日閣議決定）に基づき、国家公務員の改革を踏まえ、人件費改革を平

目 成23年度まで継続する。

標

2.経費の効率的な使用に努め､管理的経費の抑制を推進する。

進捗 ウェ

中期計画 年度計画

状況 イト

【1-1】 【1-1】

「簡素で効率的な政府を実現するた ・平成17年度人件費予算相当額に比し、△5％以上の人件費削減となるように計画的な人事を推進する。

めの行政改革の推進に関する法律」（平

成18年法律第47号）に基づき、国家公

務員に準じた人件費改革に取り組み、 Ⅲ

平成18年度からの5年間において、△5

％以上の人件費削減を行う。更に、「経

済財政運営と構造改革に関する基本方

針2006」（平成18年7月7日閣議決定）

に基づき、国家公務員の改革を踏まえ、

人件費改革を平成23年度まで継続す

る。

【2-1】 【2-1】

管理的経費の抑制に向けて、現状分 ・「経費抑制に関する行動計画」に基づき、経費抑制のための取り組みを推進する。 Ⅲ

析に基づいた計画を策定し、実施する。

・光熱水料等の経費については、キャンパス別・年度別比較を作成し、学内ホームページ等で公表して抑制に向け

た周知と認識を図る。

【2-2】 【2-2】

調達手法等の見直しにより、経費の ・「継続的な契約に係る基本方針」に基づき、調達手法等を見直し、経費の抑制、業務の簡素化のための取組を推 Ⅲ

抑制を行う。 進する。

ウェイト小計

山形大学山形大学山形大学山形大学
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山形大学山形大学山形大学山形大学

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況

(2) 財務内容の改善に関する目標

③ 資産の運用管理の改善に関する目標

中 1.資産の適切な維持管理及び有効活用に努める。

期

目

標

進捗 ウェ

中期計画 年度計画

状況 イト

【1-1】 【1-1】

施設等の機能保全、維持管理及び予 ・全学的な施設の点検と情報交換を実施するとともに、エクステリア・ハザードの解消など適切な修繕等を実施す Ⅲ

防的な保守・点検等を実施する。 る。

・施設の機能維持・予防保全のため、施設点検マニュアルをより実効性のあるものに改訂する。

【1-2】 【1-2】

余裕資金を適切に把握し、効果的な ・保有資金状況を適時・的確に把握するとともに、安全性を確保しつつ、積極的かつ効果的な資金運用を図る。 Ⅲ

運用を行う。

ウェイト小計
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山形大学山形大学山形大学山形大学

(2)財務内容の改善に関する特記事項

【自己収入の増加】 【適切な資産の運用・管理】【自己収入の増加】 【適切な資産の運用・管理】【自己収入の増加】 【適切な資産の運用・管理】【自己収入の増加】 【適切な資産の運用・管理】

○平成22年度に引き続き、効果的な入試広報を行うためにこれまでに蓄積した入試 ○保有資金を適切に把握した結果、資金運用のうち余裕資金については、債券投

広報上のデータを分析し、入試アドバイザー制度や入試広報媒体等の効果測定モ 資を行い、戦略的なラダー型運用を可能とした。

デルを確立し、効率的で効果的な入試広報戦略を実施した。

○適時・的確に資金を把握したことによって、短期の資金運用を積極的に行うこ

○学生納付金の収納状況を毎月把握して役員会等へ報告し、収納の確保を図った。 とができ、平成22年度よりも高い運用益をあげた。

○未納債権を減少させるため、定期的に督促を実施し未納金額を連絡するとともに、○基幹設備の劣化等状況を踏まえて、関連する施設点検マニュアルを改訂した。

分割納付についての相談に応じた。また、督促状を送付しても納付しない者につ

いては、内容証明郵便による督促を行った結果、約27％の者から納付が得られた。○全学的な施設特別点検を実施するとともに、各部局との施設関係の情報交換会

を開催し施設営繕計画の資料とした。

○財務担当理事から附属病院の財務状況を毎月の役員会等に報告するとともに、附

属病院から直接役員会等に運営状況の報告を行った。これらにより、附属病院と

役員会の情報共有ができ、附属病院経営に取り組むことができた。

○外部研究資金確保のための支援制度を充実し、以下の支援を行った。

①科学研究費補助金に関する若手教員研究助成25人の応募に対し、24人を採択し

支援

②新任教員のスタートアップ支援10人の応募に対し、6人を採択し支援

③大型の競争的外部資金獲得支援9人の応募に対し、2人を採択し支援

○「科学研究費補助金に関する説明会」や「科学研究費補助金獲得に向けた勉強会」

に、教員のほかに研究支援担当事務職員も参加し、制度の理解と知識の深化を図

った。

【経費の抑制】【経費の抑制】【経費の抑制】【経費の抑制】

○職員一人ひとりにコスト削減への意識改革を促すため、「山形大学における経費

抑制に関する行動計画」に基づき、各部署から選出された推進員とともに、コス

ト削減に関する取組を実施した。

○電力の使用状況、省エネに関する電気機器の設定方法などの情報をメール、ホー

ムページ等で発信し、意識を高めた。

○「電子複写サービス利用状況（キャンパス別）」及び「水道光熱費実績（キャン

パス別）」を四半期毎に役員会に報告するとともに、ホームページで発信した。
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○○○○ 項 目 別 の 状 況項 目 別 の 状 況項 目 別 の 状 況項 目 別 の 状 況

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況

(3)自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標

① 評価の充実に関する目標

中 1.効率的で透明性の高い評価を実施し、その結果を大学諸活動の改善に活用する。

期

目

標

進捗 ウェ

中期計画 年度計画

状況 イト

【1-1】 【1-1】

大学の諸活動に関する適切な自己点 ・経営協議会による部局長ヒアリングを踏まえた組織評価（部局年度業績評価）の方法を点検・見直しして実施す Ⅲ

検・評価を実施し、大学経営の改善に るなど、自己点検・評価を実施し、評価結果を大学経営の改善に活用する。

活用する。

【1-2】 【1-2】

大学の諸活動に関するデータを集約 ・大学の諸活動に関する基礎的なデータの収集や統合及び大学情報データベースの研究者データの充実を引き続き Ⅲ

するシステムを構築し、評価や戦略策 図り、学内の情報共有を促進させる。

定に活用する。

ウェイト小計

山形大学山形大学山形大学山形大学
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況

(3)自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標

② 情報公開や情報発信等の推進に関する目標

中 1.開かれた大学として､社会への情報発信を積極的に行うとともに、適切な情報公開を行う。

期

目

標

進捗 ウェ

中期計画 年度計画

状況 イト

【1-1】 【1-1】

本学の教育研究活動や業務運営に関 ・大学のホームページを全面的にリニューアルし、大学の情報を迅速かつ有効に発信するなど、広報機能の充実を Ⅲ

する最新情報を積極的に社会へ発信す 図る。

る。

【1-2】 【1-2】

社会への説明責任を果たすため、保 ・情報公開及び個人情報開示等について、制度の迅速かつ適正な運営に努める。 Ⅲ

有する情報の適切な公開を実施する。

・保有する情報等について、公開の可否を精査し、速やかに公開する。

ウェイト小計

山形大学山形大学山形大学山形大学
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山形大学山形大学山形大学山形大学

(3)自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する特記事項

【評価の充実と効率化】【評価の充実と効率化】【評価の充実と効率化】【評価の充実と効率化】

○経営協議会による部局長ヒアリングを踏まえた組織評価（部局年度業績評価）を

実施し、部局の教育研究の質の向上及び運営の活性化を図った。

○平成25年度に大学機関別認証評価を受審するにあたって、各部局において事前検

証シートに基づく自己点検・評価を実施するとともに、それを踏まえて全学的な

項目に係る改善策の検討を行った。また、本学の評価を依頼する大学評価・学位

授与機構から講師を招き、教職員を対象とした認証評価に関する説明会を実施し

た。

○教員個人評価に関する講演会を実施し、教職員の評価に対する意識向上を図った。

○昨年度に引き続き、大学内情報の収集・分析を行い、学内の情報共有促進のため

に、関係部署と連携して、ファクトブックの充実を図った。一つの取組として、

本年度から、新たに、各新聞社の本学関連記事の概要をファクトブックに掲載し

た。

【情報発信・情報公開の促進】【情報発信・情報公開の促進】【情報発信・情報公開の促進】【情報発信・情報公開の促進】

○大学のホームページの分析、リニューアル・コンセプトの作成、サーバ構成の検

討を踏まえ、全面的なホームページのリニューアルを行った。

○学生広報部の運営する「山形大学マガジンYUM！」により、学生の目線による情

報の発信を行い、山形大学の広報に努めた。

○震災対応のためのホームページ（日本語版及び英語版）を作成し、緊急時におけ

る迅速な情報提供に努めた。

○情報公開法及び個人情報保護法に基づく開示請求について、すべて法定期間の30

日以内に開示を行った。（平成23年度は、情報公開法に基づく開示請求は6件、

個人情報保護法に基づく開示請求は5件）
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○○○○ 項 目 別 の 状 況項 目 別 の 状 況項 目 別 の 状 況項 目 別 の 状 況

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況

(4)その他業務運営に関する重要目標

① 施設設備の整備・活用等に関する目標

中 1.機能的で魅力あるキャンパスづくりを推進する。

期

目

標

進捗 ウェ

中期計画 年度計画

状況 イト

【1-1】 【1-1】

キャンパスの魅力を向上させるた ・国際化対応や学生視点を反映させるため、新たな取り組みとしてアンケート調査を行い、キャンパス整備計画の Ⅲ

め、キャンパス整備計画において、学 進展に努める。

生の視点や環境の保全、国際化等を意

識した見直しを行い、施設の有効活用 ・全学的視点と各キャンパスの個性化を両立させるため、キャンパス整備に関する全学的な検討体制を整備する。

を含めた施設整備を推進する。

ウェイト小計

山形大学山形大学山形大学山形大学
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況

(4)その他業務運営に関する重要目標

② 安全管理に関する目標

中 1.大規模災害の発生等に対処するため、安全管理体制を強化する。

期

目 2.情報管理の徹底を図るため、情報セキュリティを高める。

標

進捗 ウェ

中期計画 年度計画

状況 イト

【1-1】 【1-1】

様々なリスクに迅速かつ適切に対処 ・様々なリスクに迅速かつ適切に対処するため、各部局と事務局との役割分担を明確にし、必要に応じて危機管理

するため、各部局と事務局における役 対応指針の見直しを行う。

割分担を明確にしつつ、全学における

総合的なリスク管理体制を確立する。 ・各部局、事務局の役割を基に防災マニュアル等の内容を見直しする。 Ⅲ

・学生の安否確認方法について具体案を検討する。

【1-2】 【1-2】

教職員及び学生を対象とした安全管 ・教職員及び学生を対象とした安全衛生教育、各種講習会等を実施し、安全管理意識の徹底を図る。 Ⅲ

理に関する講習会、訓練等を定期的に

実施する。

【2-1】 【2-1】

本学セキュリティポリシィに基づき ・安全かつ便利な情報ネットワーク環境となるよう情報セキュリティの強化に務め、新たな情報基盤システムとし

研修・教育等を実施し、情報セキュリ て、認証システム及びシンクライアントシステムの導入を図る。

ティを強化する。

・要保護情報を多く管理・利用する職員を対象に研修を行い、情報セキュリティの強化を図る。 Ⅲ

・情報リテラシー教育の中で、情報セキュリティ教育を実施する。

ウェイト小計

山形大学山形大学山形大学山形大学
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山形大学山形大学山形大学山形大学

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況

(4)その他業務運営に関する重要目標

③ 法令遵守に関する目標

中 1.地域社会の期待と信頼を担う大学として、役員、教職員及び学生への法令遵守、業務の適正な執行等を徹底する。

期

目

標

進捗 ウェ

中期計画 年度計画

状況 イト

【1-1】 【1-1】

監査体制等を充実し、法令遵守や法 ・規則管理システムを導入し、全学規則・学部規則の一元管理等を行い、法令遵守及びリスクマネジメント体制を Ⅲ

人倫理の確立等、内部統制機能を強化 整備して内部統制機能を強化する。

する。

・「適正経理管理室」による定期的なモニタリングを継続実施する。

【1-2】 【1-2】

研修等を通じて役員、教職員及び学 ・法令遵守に関する講習会を開催し、意識の向上を図る。 Ⅲ

生一人一人の社会的責任、法令遵守に

対する意識を向上させる。

ウェイト小計
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山形大学山形大学山形大学山形大学

(4)その他業務運営に関する特記事項

【施設設備の整備】【施設設備の整備】【施設設備の整備】【施設設備の整備】

○基盤教育整備事業において、学生へのアンケート結果に基づき、国際交流室、学

生ラウンジ、学生用多目的室、学生サポートルームを整備するなど、学生の視点

や国際化を意識した施設整備を実施した。

〇キャンパス整備専門部会を廃止し、キャンパス整備に関する全学的な検討を施設

環境整備委員会で一元的に行う体制にし、意思決定の迅速化を図った。

〇省エネ改修工事、緑地整備等の環境整備事業に対して補助金を交付するエコキャ

ンパス整備支援事業において、学内公募し、各部局より提出された事業を審査し、

支援を行った。

【安全管理の体制整備】【安全管理の体制整備】【安全管理の体制整備】【安全管理の体制整備】

○各キャンパスで作成している危機管理マニュアルを点検し、各キャンパスマニュ

アル間で調整が必要な事象については、事象別の危機管理マニュアル例の整備を

進めるとともに、緊急時の連絡体制を記載した危機管理ハンドブックの作成を進

めた。

○学生の安否確認方法について、学生生活ハンドブック2011に災害時の備えの項目

を加え、安否確認の連絡方法等を具体的に記載した。また、大規模災害時に停電

により通信網が遮断するような事態に備え、小白川情報ネットワークセンターに

非常用発電機を設置し、安否確認に支障が生じない環境を整備した。

○情報セキュリティの強化のための新たな情報基盤システムとして、認証システム

を平成23年12月に、シンクライアントシステムを平成24年3月に導入した。

○医学部及び附属病院においては、情報セキュリティ強化のため、ファイルサーバ

及び情報セキュリティ自己診断シートの導入、情報セキュリティセミナーの開講

といった取組を行った。

【法令遵守】【法令遵守】【法令遵守】【法令遵守】

○適正経理管理室において、各キャンパスで前年度の契約額が多い業者を抽出し、

契約内容のチェック体制に係るモニタリング及び検収業務体制のモニタリング

を行った。また、公的研究費の不適正な使用の防止を図るための文書を部局長

あてに通知した。

〇多様な法令、判例、各種情報を適切かつ迅速に参照できる体制を整備することを

目的に、法情報総合データベースの導入を図った。
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Ⅱ 予算（人件費見積もりを含む。）、収支計画及び資金計画

※ 財務諸表及び決算報告書を参照。

Ⅲ 短期借入金の限度額

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

１ 短期借入金の限度額 １ 短期借入金の限度額

該当なし。

３１億円 ３１億円

２ 想定される理由 ２ 想定される理由

運営費交付金の受け入れ遅延及び事故の 運営費交付金の受け入れ遅延及び事故の

発生等により緊急に必要となる対策費とし 発生等により緊急に必要となる対策費とし

て借り入れることが想定されるため。 て借り入れることが想定されるため。

Ⅳ 重要財産を譲渡し、又は担保に供する計画

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

１ 重要な財産を譲渡する計画 １ 重要な財産を譲渡する計画 １ 重要な財産を譲渡する計画

なし なし なし

２ 重要な財産を担保に供する計画 ２ 重要な財産を担保に供する計画 ２ 重要な財産を担保に供する計画

医学部附属病院の施設・設備の整備に必 医学部附属病院の施設・設備の整備に必 医学部附属病院の病棟・外来・中央診療棟・PET検査施設

要となる経費の長期借入に伴い、本学の敷 要となる経費の長期借入に伴い、本学の敷 及び設備整備に必要となる経費の長期借入に伴い、本学病院

地及び建物を担保に供する。 地及び建物を担保に供する。 の敷地及び建物について、(独)国立大学財務・経営センター

へ担保に供した。

Ⅴ 剰余金の使途

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

決算において剰余金が発生した場合は、 決算において剰余金が発生した場合は、 決算において剰余金が発生した場合は，教育，研究，診療の

教育、研究、診療の質の向上及び組織運営 教育、研究、診療の質の向上及び組織運営 質の向上及び組織運営の改善に充てる。

の改善に充てる。 の改善に充てる。

山形大学山形大学山形大学山形大学
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Ⅵ そ の 他 １ 施設・設備に関する計画

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

施設・設備の内容 予定額（百万円） 財 源（百万円） 施設・設備の内容 予定額（百万円） 財 源（百万円） 施設・設備の内容 予定額（百万円） 財 源（百万円）

小白川団地総合研 総額 施設整備費補助金 小白川団地総合研 総額 施設整備費補助金 小白川団地総合研 総額 施設整備費補助金

究棟改修（教養教 （１，１３７） 究棟改修（教養教 （２，８７１） 究棟改修（教養教 （１，３８２）

育）、附属病院病棟 ６，４６１ 長期借入金 育・基盤教育）、附 ５，５２６ 長期借入金 育・基盤教育、文 ４，０４４ 長期借入金

改修、ＰＥＴ検査 （４，９３４） 属病院病棟改修・ （２，５９２） 学系）、米沢団地総 （２，５７３）

施設・設備整備、 国立大学財務・経営セン 外来・中央診療棟 国立大学財務・経営セン 合研究棟改修（工 国立大学財務・経営セン

小規模改修 ター施設費補助金 改修、高度先進医 ター施設費補助金 学系）、飯田団地体 ター施設費補助金

（ ３９０） 療支援システム設 （ ６３） 育館改修、附属病 （ ８９）

備整備、ＰＥＴ検 院病棟改修・外来

査施設・設備整備、 ・中央診療棟改修、

小規模改修、災害 高度先進医療支援

復旧工事 システム設備整備、

ＰＥＴ検査施設・

設備整備、小規模

改修、災害復旧工

事

(注1) 施設・設備の内容、金額については見込みであり、中期 (注1) 施設・設備の内容、金額については見込みであり、中期

目標を達成するために必要な業務の実施状況等を勘案した 目標を達成するために必要な業務の実施状況等を勘案した

施設・設備の整備や老朽度合等を勘案した施設・設備の改 施設・設備の整備や老朽度合等を勘案した施設・設備の改

修等が追加されることもある。 修等が追加されることもある。

(注2) 小規模改修について平成２２年度以降は平成２１年度同 (注2) 小規模改修について平成２２年度同額として試算している。

額として試算している。 なお、各事業年度の施設整備費補助金、長期借入金、国

なお、各事業年度の施設整備費補助金、長期借入金、国 立大学財務・経営センター施設費交付金については、事業

立大学財務・経営センター施設費交付金については、事業 の進展等により所要額の変動が予想されるため、具体的な

の進展等により所要額の変動が予想されるため、具体的な 額については、各事業年度の予算編成過程等において決定

額については、各事業年度の予算編成過程等において決定 される。

される。

○ 計画の実施状況等

・平成２３年度施設整備費補助事業（補正予算（第３号））の交付（執行分）

内容：小白川団地総合研究棟改修（基盤教育、文学系）

米沢団地総合研究棟改修（工学系）

飯田団地体育館改修

施設整備費補助金：１８百万円増

・執行残の発生

内容：小白川他災害復旧、大学病院設備整備

施設整備費補助金：３７百万円減、長期借入金：１９百万円減

・繰越

内容：米沢他災害復旧

施設整備費補助金：１，４７０百万円減

・施設費交付事業（第３次）の追加交付

内容：飯田団地のライフライン再生

国立大学財務・経営センター施設費補助金：２６百万円増

山形大学山形大学山形大学山形大学
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山形大学山形大学山形大学山形大学

Ⅶ そ の 他 ２ 人事に関する計画

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

（教員） （教員） （教員）

１． 教育研究の活性化等の観点から、任用形態の ○これまで構築した個別契約任期付教員制度、ポ ○教員については、個別契約任期付教員制度や研究プ

多様化を図るなど、積極的かつ効果的な教員人 イント制等の制度を活用し、各部局の理念・目標 ロジェクト職員制度及び教員ポイント制を活用し、多

事を行う。 及び施策に適した優秀な人材を確保する。また、 様な雇用形態・給与形態で人材を確保することにより、

２． 人事評価を給与へ反映させ、教員の意欲を高 教員評価を給与へ適切に反映させることにより、 各部局における特徴的な研究の推進や、理念・目標を

めることにより、教育・研究の充実を図る。 教員の意欲を高め、教育・研究の一層の活性化を 実現するための優秀な教員の確保を進めた。

（事務） 図る。 なお、個別契約任期付教員制度による平成23年度の

１． 人事評価を給与へ反映させ、職員の意欲を高 （事務） 採用者は68人であり、年俸制など雇用形態に応じた給

めることにより、大学運営の効率化と円滑化を ○人事評価を給与等へ反映させることにより、職 与形態により、優秀な研究者を確保し研究プロジェク

推進する。 員の勤務意欲を高め、大学運営の効率化と一層の ト等に配置した。

２． 職員の資質向上を図り、機動的かつ効果的な 活性化を図る。 ○各部局における教員評価の結果を踏まえ、これを勤

職員の配置を行う。 ○国立大学法人等職員採用試験及び本学独自の事 勉手当や特別昇給に反映させるなどにより、教員の意

務職員採用試験により多様な人材を確保するとと 欲を高め、教育・研究の活性化を図った。

（参考）中期目標期間中の人件費総額見込み もに、専門職能集団としての機能を発揮できるよ

９２，２６１百万円 う、適材適所の人員配置を行う。また、ジョブロ （事務）

（退職手当は除く） ーテーション制度に基づき、若手職員を多様な分 ○人事評価の結果を勤勉手当や特別昇給に反映させる

野に配置することにより、個々の適性を把握する とともに、評価を踏まえて昇任・昇格を行うことによ

とともに、大学職員として必要な知識や能力を習 り、職員の勤務意欲を高め、大学運営の効率化と活性

得させ、総合性と専門性を持つ職員を育成する。 化を図った。

○国立大学法人等職員採用試験による採用に加え、本

（参考１） 学独自の事務職員採用試験を実施し、多様な人材の確

平成２３年度の常勤職員数１，６６４人 保を図るとともに、人事異動に当たっては、人事評価

また、任期付職員数の見込みを３２９人とする。 を踏まえた適材適所の人員配置を行った。

また、若手職員については、ジョブローテーション

（参考２）平成２３年度の人件費総額見込み 制度に基づき、多様な分野で業務を経験させ、個々の

１６，１４６百万円（退職金手当は除く） 適性を把握しながら、大学職員として必要な知識を習

得させるなど、総合性と専門性を持つ職員の育成を進

めた。

Ⅷ そ の 他 ３ 災害復旧に関する計画

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

平成２３年３月に発生した東日本大震災により被災 被災状況が大規模な米沢団地の施設・設備の一部

した施設・設備の復旧整備をすみやかに行う。 の復旧を残し整備を完了している。未完了となって

いる施設・設備の復旧整備は平成24年度中に完了予

定である。
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○ 別表（学部の学科、研究科の専攻等の定員未充足の状況について）

学部の学科、研究科の専攻等名 収容定員 収容数 定員充足率

学部の学科、研究科の専攻等名 収容定員 収容数 定員充足率 農学部 ６２０ ６８０ １０９．６

食料生命環境学科 ３１０ ３２６ １０５．１

(a) (b) (b)/(a)×100 生物生産学科 １１０ １２４ １１２．７

(人) (人) (％) 生物資源学科 １００ １２１ １２１．０

人文学部 １，２４０ １，３８１ １１１．３ 生物環境学科 １００ １０９ １０９．０

人間文化学科 ４００ ４８８ １２２．０

法経政策学科 ８００ ８８２ １１０．２ 学士課程 計 ７，０３０ ７，８４４ １１１．５

総合政策科学科 － １１

学部共通(３年次編入学) ４０ 社会文化システム研究科 ２４ ２８ １１６．６

文化システム専攻 １２ １０ ８３．３

地域教育文化学部 ９６０ １，０２８ １０７．０ 社会システム専攻 １２ １８ １５０．０

地域教育学科 ３２０ ３３９ １０５．９

文化創造学科 ３００ ３３８ １１２．６ 地域教育文化研究科 ２８ ３６ １２８．５

生活総合学科 ３４０ ３５１ １０３．２ 臨床心理学専攻 １２ １５ １２５．０

文化創造専攻 １６ ２１ １３１．２

教育学部 － ２

学校教育教員養成課程 － １ 教育学研究科 － １

生涯教育課程 － １ 教科教育専攻 － １

医学系研究科 ６２ ６０ ９６．７

理学部 ７４０ ８０８ １０９．１ 看護学専攻 ３２ ３６ １１２．５

数理科学科 １８０ １９８ １１０．０ 生命環境医科学専攻 ３０ ２４ ８０．０

物理学科 １４０ １５９ １１３．５

物質生命化学科 １８０ １８９ １０５．０ 理工学研究科 ６５０ ８３５ １２８．４

生物学科 １２０ １３６ １１３．３ 数理科学専攻 ２５ ２３ ９２．０

地球環境学科 １２０ １２６ １０５．０ 物理学専攻 ２３ ３５ １５２．１

物質生命化学専攻 ２４ ４２ １７５．０

医学部 ９３０ ９５０ １０２．１ 生物学専攻 ２０ ２０ １００．０

医学科 ６８０ ７００ １０２．９ 地球環境学専攻 １８ ２３ １２７．７

看護学科 ２５０ ２５０ １００．０ 機能高分子工学専攻 ６０ ８８ １４６．６

有機デバイス工学専攻 ５０ ５７ １１４．０

工学部 ２，５４０ ２，９９５ １１７．９ 物質化学工学専攻 ７６ ７８ １０２．６

（昼間コース） バイオ化学工学専攻 ５６ ７８ １３９．２

機能高分子工学科 ４５０ ５１１ １１３．５ 応用生命システム工学専攻 ４６ ５３ １１５．２

物質化学工学科 ３８０ ４４９ １１８．１ 情報科学専攻 ５６ ７９ １４１．０

バイオ化学工学科 １２０ １２５ １０４．１ 電気電子工学専攻 ６８ ８９ １３０．８

応用生命システム工学科 ２４０ ２７３ １１３．７ 機械システム工学専攻 １００ １３０ １３０．０

情報科学科 ３１０ ３６４ １１７．４ ものづくり技術経営学専攻 ２８ ３８ １３５．７

電気電子工学科 ３１０ ３８１ １２２．９ 生体センシング機能工学専攻 － ２

機械システム工学科 ４７０ ５７４ １２２．１

（夜間主コース） 農学研究科 ９６ ８９ ９２．７

システム創成工学科 １００ １０５ １０５．０ 生物生産学専攻 ３２ ３８ １１８．７

物質化学工学科 ５０ ６５ １３０．０ 生物資源学専攻 ３６ ３１ ８６．１

応用生命システム工学科 １４ １８ １２８．５ 生物環境学専攻 ２８ ２０ ７１．４

情報科学科 ２２ ２５ １１３．６

電気電子工学科 ２４ ３７ １５４．１ 修士課程 計 ８６０ １，０４９ １２１．９

機械システム工学科 ５０ ６８ １３６．０

山形大学山形大学山形大学山形大学
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医学系研究科 １４０ １３９ ９９．２ ○ 計画の実施状況等○ 計画の実施状況等○ 計画の実施状況等○ 計画の実施状況等

医学専攻 １０４ １０７ １０２．８

看護学専攻 ９ １７ １８８．８ １ 定員超過

生命環境医科学専攻 ２７ １５ ５５．５ 本学の課程別の定員充足率は、学士課程111.5％、修士課程121.9％、博士課程

119.8％、専門職学位課程105.0％であり、全体として適切な教育活動を行ってい

理工学研究科 ９７ １４５ １４９．４ る。

地球共生圏科学専攻 １９ ２８ １４７．３

有機材料工学専攻 １８ ２５ １３８．８ ２ 定員充足率90％未満の専攻

バイオ工学専攻 ８ ８ １００．０ 定員充足率90％未満の専攻は、修士課程（博士前期課程）においては、社会文

電子情報工学専攻 １０ ７ ７０．０ 化システム研究科文化システム専攻、医学系研究科生命環境医科学専攻、農学研

機械システム工学専攻 ８ ５ ６２．５ 究科生物資源学専攻、生物環境学専攻であり、博士課程（博士後期課程）におい

ものづくり技術経営学専攻 １０ ２２ ２２０．０ ては、医学系研究科生命環境医科学専攻、理工学研究科電子情報工学専攻、機械

有機デバイス工学専攻 ２ ３ １５０．０ システム工学専攻となっている。

物質生産工学専攻 ７ ２７ ３８５．７ これらの専攻は、就職状況の影響等により定員を充たしていない状況にあるが、

システム情報工学専攻 ６ １５ ２５０．０ 引き続き入試広報の改善、秋季入学の実施、組織の見直し等により、定員充足に

生体センシング機能工学専攻 ９ ５ ５５．５ 努めている。

また、理工学研究科生体センシング機能工学専攻については、組織の見直しに

博士課程 計 ２３７ ２８４ １１９．８ より平成22年度から学生募集を停止した。

教育実践研究科

教職実践専攻 ４０ ４２ １０５．０

専門職学位課程 計 ４０ ４２ １０５．０

養護教諭特別別科 ４０ ４２ １０５．０

附属小学校 ７１６ ６８３ ９５．３

同 (普通) ６８４ ６５１ ９５．１

同 (複式) ３２ ３２ １００．０

附属中学校(普通) ４８０ ４７４ ９８．７

附属特別支援学校 ６０ ５５ ９１．６

同 (小学部) １８ １５ ８３．３

同 (中学部) １８ １６ ８８．８

同 (高等部) ２４ ２４ １００．０

附属幼稚園 １０２ ９８ ９６．０

同 （３歳児保育） ３４ ３０ ８８．２

同 （４歳児保育） ３４ ３４ １００．０

同 （５歳児保育） ３４ ３４ １００．０

山形大学山形大学山形大学山形大学


